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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第137期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第135期中 第136期中 第137期中 第135期 第136期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 71,844 75,249 77,879 161,394 169,149 

経常利益（百万円） 5,651 8,789 8,737 17,380 21,307 

中間（当期）純利益（百万円） 3,435 5,902 5,526 11,260 13,704 

純資産額（百万円） 71,384 84,074 96,837 78,525 91,953 

総資産額（百万円） 161,163 168,069 178,967 169,395 183,202 

１株当たり純資産額（円） 381.30 449.66 509.95 419.29 491.50 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
18.35 31.55 29.58 59.77 72.73 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 44.3 50.0 53.2 46.4 50.2 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
12,585 16,496 15,823 19,029 23,568 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△2,625 △6,154 △4,444 △5,610 △13,503 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△6,062 △1,708 △6,685 △15,000 △6,161 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
9,994 13,088 13,558 4,311 8,520 

従業員数（人） 2,275 2,255 2,304 2,269 2,250 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第135期中 第136期中 第137期中 第135期 第136期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 45,987 49,457 52,721 101,800 110,019 

経常利益（百万円） 5,276 7,711 8,327 14,256 18,295 

中間（当期）純利益（百万円） 3,293 5,103 5,298 9,122 12,277 

資本金（百万円） 18,942 18,942 18,942 18,942 18,942 

発行済株式総数（株） 187,635,031 187,635,031 187,635,031 187,635,031 187,635,031 

純資産額（百万円） 68,952 78,740 88,642 74,262 85,692 

総資産額（百万円） 130,377 136,740 142,877 137,515 145,157 

１株当たり純資産額（円） 368.31 421.13 474.48 396.60 458.12 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
17.59 27.28 28.36 48.47 65.23 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 4 7 8 11 15 

自己資本比率（％） 52.9 57.6 62.0 54.0 59.0 

従業員数（人） 1,522 1,511 1,568 1,502 1,502 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、関係会社における異動は「３．関係会社の状況」に記載のとおりです。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。 

 （注） 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 当社グループ外への出向者及び臨時従業員は含めておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）  当社からの出向者及び臨時従業員は含めておりません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（千ユーロ）
主要な事業の内容

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

ニッサン・ケミカル・

ヨーロッパ・S.A.R.L. 

仏国 

リヨン市 
100 農業化学品事業 100.00 当社の農薬の販売及びマー

ケティングをしており、当

社役員１名がその役員を兼

務しております。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

化学品事業 1,416 

農業化学品事業 465 

医薬品事業 72 

その他の事業 351 

合計 2,304 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,568 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間は、原油をはじめとする原材料価格高騰による影響が懸念されたものの、企業の設備投資意

欲は業績の回復を背景に引き続き根強く、個人消費も雇用環境の改善を受け拡大傾向にあることから、国内景気は

堅調に推移しました。 

 このような情勢のなか、「サンエバー」（液晶表示用材料ポリイミド）が液晶ディスプレイ市場における生産調

整などの影響を受け減収となったものの、「ＡＲＣ」（半導体用反射防止コーティング材）、「テピック」（封止

材用等特殊エポキシ）、「スノーテックス」（電子材料用研磨剤、各種材料用表面処理剤等）など基幹製品の伸長

により化学品事業の売上は、大幅な増加となりました。一方、農業化学品事業では、「パーミット」（畑作用除草

剤）の北米向け輸出が大幅に拡大したものの、「ラウンドアップ」」（非選択性茎葉処理除草剤）、「シリウス」

（水稲用除草剤）、「タルガ」（畑作用除草剤）などの減収により、事業全体の売上は減少いたしました。また、

医薬品事業では、高脂血症治療剤「リバロ」錠の原薬出荷増により、売上が前期を大きく上回りました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高が778億79百万円と前中間連結会計期間に比べ26億30百万

円、3.5％の増収となりました。また、損益面では、経常利益が87億37百万円と前中間連結会計期間に比べ52百万

円、0.6％の減益、中間純利益は55億26百万円と前中間連結会計期間に比べ３億76百万円、6.4％の減益となりまし

た。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 化学品事業 

 基礎化学品は、ナフサ価格など原材料価格高騰の影響を受け、収益面においては厳しい状況が続きましたが、

半導体向け高純度薬品類の需要が引き続き拡大したことに加え、メラミン、アンモニア、硝酸なども増収とな

り、売上高は前期を上回る結果となりました。また、同事業の基礎素材であるアンモニアの生産は前年並みとな

りました。 

 機能製品では、液晶ディスプレイ市場における生産調整などの影響により「サンエバー」は減収となりまし

が、半導体製造工程における微細化の進展に伴い「ＡＲＣ」が大幅な増収となったのをはじめ、「スノーテック

ス」、「テピック」、「ファインテック」（医薬品研究開発参加型）事業などの売上も前期に比べ増加しまし

た。 

 この結果、当事業の売上高は456億14百万円と前中間連結会計期間に比べ22億10百万円上回りました。また営

業利益は66億39百万円となり、前中間連結会計期間を11億31百万円下回りました。 

② 農業化学品事業 

 国内の農薬市場は、国内外メーカーによる競争の激化、農業生産コストの引き下げ圧力などにより、依然とし

て厳しい状況が続いています。このような状況のなか、「ラウンドアップ」、「シリウス」などの主力製品の売

上が減少したことにより、国内全体の売上は前期に比べ減収となりました。 

 海外市場においては、遺伝子組み換え作物の伸長、穀物相場の低迷などの影響により「タルガ」の売上は減収

となりましたが、畑作用除草剤「パーミット」の北米向け輸出は、米国に設立した合弁会社「キャニオングルー

プＬＬＣ」が販売を担う体制へと移行し増収となったため、海外での売上は前期を上回りました。 

 この結果、当事業の売上高は、248億76百万円と前中間連結会計期間を14億49百万円下回りましたが、営業利

益は７億16百万円となり、前中間連結会計期間を２億22百万円上回りました。 

③ 医薬品事業 

 「ランデル」（高血圧・狭心症治療剤）、「エパテック」（外用鎮痛消炎剤）の売上は、前中間連結会計期間

に比べほぼ横ばいにとどまりましたが、高脂血症治療剤「リバロ」錠は、医療現場における処方数の増加に伴い

原薬出荷は大幅な増加となりました。 

 この結果、当事業の売上高は35億65百万円と前中間連結会計期間を16億88百万円上回りました。また営業利益

は10億61百万円となり、前中間連結会計期間を９億３百万円上回りました。 

④ その他の事業 

 公共投資を巡る受注競争の激化、受注単価の下落により、造園緑化工事、環境分析調査は、依然として厳しい

状況が続きましたが、コスト削減の効果などもあり、当事業の売上高は38億24百万円と前中間連結会計期間を１

億81百万円上回りました。また営業利益は２億48百万円となり、前中間連結会計期間を80百万円上回りました。



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ４億70百万円増加し、当中

間連結会計期間末には135億58百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況及び要因は次の通りであります。 

 営業活動よるキャッシュ・フローは、利益や減価償却費に加えて運転資金の効率化により、158億23百万円を確

保しました。一方、投資活動によるキャッシュ・フローでは、電子材料製造設備の能力増強を図ったことなどによ

り、44億44百万円の支出となりました。また財務活動によるキャッシュ・フローは、期末の有利子負債の返済を進

めた結果、66億85百万円の支出となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

   当社グループの生産品目は、広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、 

  形式等は必ずしも一様ではなく、事業の種類別セグメントごとに生産規模を金額あるいは数量で示すこと 

  はしておりません。このため、生産実績については、「１．業績等の概要」に関連付けて示しております。 

（2）受注状況 

   当社グループ（当社及び当社の関係会社）は原則として、受注生産方式を採用しておりません。 

（3）販売実績 

   当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

（注） １. 上記販売実績は、外部顧客に対する売上高を表示しております。 

        ２. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10以上の相手先がな

             いため記載を省略しております。 

  

事業の種類別 

セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年９月30日） 前中間連結会計期間比（％） 

金額（百万円） 

化学品事業 

農業化学品事業 

医薬品事業 

その他の事業 

45,614 

24,876 

3,565 

3,824 

105.1 

94.5 

190.0 

105.0 

合計 77,879 103.5 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、世界に通用するブランド力を備えた真の「価値創造型企業」としての実力をより高めるため、

2010年度までを展望した中期経営計画「Vista2010」を昨年４月にスタートさせ、約１年半が経過しております。 

 この計画では、2010年のあるべき姿として、有機材料、無機材料、電子材料をコアの事業・技術領域と定め、この

領域において、研究・開発・技術面で圧倒的優位に立つ材料メーカーとして拡大成長すると同時に、農医薬が着実に

伸長し、基礎化学品など既存分野が安定的収益基盤を持つバランスの取れた事業ポートフォリオを想定し、その構築

を目指しております。 

 有機・無機材料事業においては、次世代の新規事業・材料の創出、開発の加速化を図るため、九州大学との間で国

内大学にとっても最大規模となる組織対応型連携を行うことで合意し、「新規有機ナノ微粒子」分野を中心とする共

同研究を進めると共に、これらを担う部門を社長直轄の独立組織とし、新規事業・材料の創出、開発の更なるスピー

ドアップを図ってまいります。また基幹製品である「テピック」（封止材用等特殊エポキシ）、「スノーテックス」

（電子材料用研磨剤、各種材料用表面処理剤等）については、一層の事業拡大を図るため、生産能力の増強工事を行

っております。 

 電子材料事業においては、旺盛な需要が続く「サンエバー」（液晶表示用材料ポリイミド）、「ＡＲＣ」（半導体

用反射防止コーティング材）の製造プラントを既に昨年完成させておりますが、来春を目処に最新の設備、機器等を

備える電子材料研究所を千葉県船橋市に移転、新設し、ディスプレイ分野を中心に新規材料の開発、提供に努めてま

いります。また、半導体製造工程における微細化の進展を背景に需要の拡大が続く「ＡＲＣ」については、生産能力

を更に増強してまいります。 

 農業化学品事業においては、食に対する消費者ニーズの多様化、農業経営規模の拡大、生産方式の合理化など、農

業の構造変化が加速し、国内外メーカーとの厳しい競合状況が続くなか、継続的な新製品の投入が不可欠となってお

り、登録取得に向け最終段階となっている新規殺菌剤並びに殺ダニ剤の早期上市に向け、迅速な対応を図ってまいり

ます。 

 また、肥料事業については、本年７月、三井化学㈱、丸紅㈱、三井物産㈱との間で日産アグリ㈱（株主構成：当社

65％、丸紅 35％）と三井東圧肥料㈱（株主構成：三井化学 100％）を事業統合し、来年４月より、新たに設立す

るサンアグロ㈱（株主構成：当社 42.4％、丸紅 22.8％、三井化学 19.9％、三井物産 14.9％）として、より効

率的な事業展開を行ってまいります。 

 医薬品事業につきましては、国内、韓国で販売中の高脂血症治療薬「リバロ」の欧米における臨床試験を行ってお

ります。また、開発中のパイプラインとして、慢性動脈閉塞症治療薬（ＮＭ／ＮＴ－702）を国内、米国で臨床開発

しているほか、前臨床段階では、抗心房細動薬（ＮＴＣ－801）、血小板増多薬などの開発を進めております。 

 以上の施策などにより、StageⅠと位置付ける計画前半の三ヵ年（2005－2007）においては、電子材料を中心に引

き続き増益基調の維持を図ると同時に、StageⅡ（2008－2010）以降の大きな飛躍につなげるため、コアの事業・技

術領域に経営資源を従来以上に傾斜配分し、次世代の新規事業・材料の創出、開発を積極的に進め、StageⅠの最終

年度である2007年度売上高1,850億円、営業利益260億円、当期純利益170億円の達成を目指してまいります。更に、

2010年度には、計画期間中の一連の施策の成果創出により、売上高2,100億円以上の達成を目標に掲げております。 

 当社グループといたしましては、この「Vista2010」において策定した諸施策を果敢に実行し、着実に成果をあげ

ることで株主の皆様のご期待にお応えするとともに、「優れた技術と商品・サービスにより、環境との調和をはかり

ながら、社会に貢献する」という企業理念に基づき、経営の透明性の向上、コンプライアンス体制の強化、環境への

一層の配慮、社会貢献活動の推進など、企業としての社会的責任を積極的に果たすことにより、全てのステークホル

ダーから信頼される存在感のある企業グループの実現に総力をあげて取り組んでまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は、昨年2010年度までを展望し、スタートした中期経営計画「Vista2010」の方針に沿っ

て、重点分野に資源を傾斜配分し、現有製品の深耕・拡大を図るとともに、周辺領域での新規材料創出に注力してお

ります。現在、物質科学研究所、電子材料研究所、機能材料研究所、生物科学研究所の４研究所体制で研究開発に臨

んでおりますが、特に電子材料分野の機能拡充と要員増強に対応するため千葉県船橋市に2007年４月完成を目指して

新研究所を建設し、研究開発力の強化拡充を図ってまいります。 

 独自の保有技術である超微粒子制御、高機能性材料、超精密有機合成などを各分野に活かし、外部機関とも連携

し、展開しております。昨年11月には九州大学と組織対応型連携契約を締結し、新規有機ナノ微粒子などの新規材料

創出の研究推進体制を構築し進めています。 

 なお、研究開発費の総額は46億82百万円であります。 

 事業分野別の内訳は以下のとおりであります。 

（1）化学品事業 

 電子材料、無機有機の高機能材料を中心に、成長分野をターゲットとして特色ある材料の研究開発を進め、同時に

お客様のニーズにより速く対応できる体制を強化しております。 

 電子材料分野においては、コア製品であるポリイミド液晶配向膜「サンエバー」、半導体用反射防止コーティング

材「ＡＲＣ」等をさらに技術的に深化・革新することにより、既存事業の拡大を図るとともに特色ある新材料事業を

創出すべく開発に注力しております。外部研究機関との共同研究についても積極的に推進しており、特に半導体材料

分野では、次世代半導体材料技術研究組合（ＣＡＳＭＡＴⅡ）、欧州半導体技術開発機構（ＩＭＥＣ）に参加し、成

果をあげております。 

 無機材料・有機材料分野では、現有の無機コロイドや特殊エポキシなどを中心にその周辺領域において市場ニーズ

にマッチした新製品の企画・開発を推進し、事業領域の拡大を図っております。特に無機材料分野では金属酸化物ゾ

ルの事業領域拡大を推し進めており、アルカリ性ジルコニアゾル「ナノユース」を開発、燃料電池などを主要ターゲ

ットに用途展開を図っております。 

（２）農業化学品事業 

 当事業部は農薬事業の継続のために今後も研究開発活動に注力していきます。 

自社原体を生み出す創薬研究においては、世界的市場を目指し、食と環境の安全および農業生産コストの削減という

２つのハードルを越える製品を創出することを目標としています。開発研究においては、自社製品及び外部からの導

入製品について、マーケティング戦略とも関連させてその価値を最大化すべく、新製剤の研究、適用拡大等を行って

おります。 

 国内では近年問題化しているスルホニルウレア系除草剤の抵抗性雑草に対し高い効果を発揮する水稲除草剤シリウ

スターボ粒剤、オークスフロアブル、ダブルスターＳＢ粒剤などを上市し、シリウス除草剤の製品群を充実させまし

た。 

 海外では、これまで南北アメリカ、日本及び韓国で販売してきた除草剤パーミットをヨーロッパの水稲分野につい

て2008年上市を目標として登録申請を行いました。さらに同地域のトウモロコシ分野についても適用を拡大します。

自社創製の新規殺菌剤「ライメイ」（ＮＣ－224）は日本およびＥＵにおいて登録申請を行い、2007年の上市を目標

としております。殺ダニ剤「スターマイト」（ＮＣ－512）は2008年上市を目標として開発を進めております。この

他に新しい水稲除草剤化合物などいくつかの圃場試験段階の新化合物を評価中です。 

 

（３）医薬品事業 

  新規医薬品のパイプライン充実を目指し引き続き研究開発に注力しています。 

国内販売中の抗高脂血症薬「リバロ錠」(ＮＫ－104)は、アメリカ及びヨーロッパにおいて興和㈱と開発を進めてま

ります。 

 大正製薬㈱と共同開発中の「ＮＴ－702」は、米国において間歇性跛行患者を対象とし、第Ⅲ相試験開始に向けて

の準備を進めています。また国内においても、間歇性跛行患者を対象にした後期臨床第Ⅱ相試験が進行中であり、さ

らに喘息患者を対象にした前期第Ⅱ相臨床試験を終了し、更なる用法・用量検討のための前期第Ⅱ相試験開始を開始

しました。さらに脊柱管狭窄症についても、前期第Ⅱ相臨床試験開始の準備を進めております。 

帝人ファーマ㈱と共同開発中の新規抗心房細動薬「ＮＴＣ－802」は、2007年の臨床試験開始に向けて、前臨床試験

を進めております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

  普通株式 187,635,031 187,635,031 
㈱東京証券取引所市場第

一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 187,635,031 187,635,031 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～ 

 平成18年９月30日 
－ 187,635,031 － 18,942 － 13,567 



(4）【大株主の状況】 

（注）１.株式会社みずほコーポレート銀行から平成16年８月13日付けで提出された大量保有報告書により平成16年７月 

     31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては各社の平成 

     18年９月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に 

     記載しております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 15,076 8.03 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 12,420 6.62 

みずほ信託退職給付信託みず

ほコーポレート銀行口再信託

受託者資産管理サービス信託

銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－12 7,378 3.93 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 5,491 2.93 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－13－２ 4,800 2.56 

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

エス エル オムニバス ア

カウント 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN  

STREET LONDON EC2P 2HD,  

ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

4,097 2.18 

日産化学取引先持株会 東京都千代田区神田錦町３－７－１ 3,302 1.76 

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町２－11－１ 3,010 1.60 

ルクセンブルグ オフショア 

ジャスディック レンディン

グ アカウント 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

VOOLGATE HOUSE COLEMAN STREET  

LONDON EC2D 2HD ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

2,812 1.50 

新日鉱ホールディングス株式

会社 
東京都港区虎ノ門２－10－１ 2,573 1.37 

計 ─────        60,961 32.49 

氏名又は名称 住所 
 所有株式数 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１－３－３ 9,205 4.91 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 3,021 1.61 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 1,692 0.90 

第一勧業アセットマネジメン

ト株式会社 
東京都千代田区有楽町１－７－１ 590 0.31 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１ 479 0.26 

富士投信投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋小舟町８－１ 7 0.00 



２.日興コーディアル証券株式会社から平成18年２月７日付けで提出された大量保有報告書により、平成18年１月

31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては各社の平成

18年９月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に

記載しております。 

３.バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から平成18年１月16日付けで提出された大量保

有報告書により、平成17年９月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりま

すが、当社としては各社の平成18年９月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所

有株式数を上記大株主の状況に記載しております。 

氏名又は名称 住所 
 所有株式数 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日興コーディアル証券株式会

社 
東京都千代田区丸の内３－３－１ 65 0.03 

日興アセットマネジメント株

式会社 
東京都千代田区有楽町１－１－３ 11,106 5.92 

日興シティグループ証券株式

会社 
東京都港区赤坂５－２－20 192 0.10 

日興コーディアル・アドバイ

ザーズ株式会社 
東京都中央区新川２－22－１ 38 0.02 

氏名又は名称 住所  
所有株式 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）  

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ信託銀行株式

会社 

東京都渋谷区広尾１－１－39  52 0.03 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ株式会社  
東京都渋谷区広尾１－１－39  1,708 0.91 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ、エヌ・エ

イ  

米国カリフォルニア州サンフランシスコ市

フリーモント・ストリート45  
1,146 0.61 

バークレイズ・グローバル・

ファンド・アドバイザーズ 

米国カリフォルニア州サンフランシスコ市

フリーモント・ストリート45  
1,258 0.67 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ・オーストラ

リア・リミテッド 

オーストラリア ニュー・サウス・ウェー

ルズ州シドニーハーリントン・ストリート

111  

25 0.01 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ・リミテッド 

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・コート

１  
615 0.33 

バークレイズ・ライフ・アシ

ュアランス・カンパニー・リ

ミテッド  

英国ロンドン市ロンバード・ストリート

54  
19 0.01 

バークレイズ・バンク・ピー

エルシー  

英国ロンドン市ロンバード・ストリート

54  
3,122 1.66 

バークレイズ・キャピタル・

セキュリティーズ・リミテッ

ド 

英国ロンドン市ロンバード・ストリート

54  
3,067 1.63 

バークレイズ・キャピタル・

ジャパン・リミテッド（証

券） 

（バークレイズ・キャピタル

証券会社） 

東京都千代田区大手町２－２－２  46 0.02 

バークレイズ・キャピタル・

インク 

米国コネチカット州ハートフォードコマー

シャル・プラザシーテー・コーポレーショ

ンシステム  

3,261 1.74 



４.ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社から平成18年10月２日付けで提出された大量保有報告書によ

り、平成18年９月25日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

しては各社の平成18年９月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上

記大株主の状況に記載しております。 

５.ドイツ証券株式会社から平成18年10月13日付けで提出された大量保有報告書により平成18年９月29日現在でそ

れぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては各社の平成18年９月30日

現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載しており

ます。 

氏名又は名称 住所  
所有株式数 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）  

ＪＰモルガン・アセット・マ

ネジメント株式会社 
東京都千代田区丸の内２－７－３ 13,099 6.98 

ジェー・ピー・モルガン・ア

セット・マネジメント（ユー

ケー）リミテッド  

英国 EC2Y 5AJ ロンドン、ロンドン・ウ

ォール125 
5,839 3.11 

ジェー・ピー・モルガン・ホ

ワイトフライヤーズ・インク 

アメリカ合衆国 ニューヨーク州 10017 

ニューヨーク パーク・アベニュー270 
1,182 0.63 

ジェー・エフ・アセット・マ

ネジメント（タイワン）リミ

テッド 

中華民国、台湾、台北、セクション２、ツ

ン・フワ・エス・ロード65 
270 0.14 

ハイブリッジ・キャピタル・

マネジメント・エルエルシー 

アメリカ合衆国ニューヨーク州 10019 

ニューヨーク ウェスト57ストリート９ 
460 0.25 

氏名又は名称 住所  
所有株式数 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）  

ドイツ銀行 ロンドン支店 

Winchester House, 

1Great Winchester 

Street,London EC2N 

6,674 3.56 

ドイチェ バンク セキュリ

ティーズ インク 

2DB,England,UK 

60 Wall Street, 

New York,NY  

10005,U.S.A. 

2,278 1.21 

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町２－11－１ 928 0.49 

ドイチェ アセット マネジ

メント インク 

280 Park Avenue,New York,New York 

10017,U.S.A. 
1,063 0.57 

ディービー アブソリュート 

リターンズ ストラテジーズ 

リミテッド 

One Appold Street,London EC2A 2UU 1,030 0.55 

ドイチェ・アセット・マネジ

メント株式会社 
東京都千代田区永田町２－11－１  593 0.32 

ドイチェ アセット マネジ

メント インベストメントゲ

ゼルシャフト エムベーハー 

Mainzer Landstr. 

16,60325 Frankfurt  

am Main,Germany  

27 0.01 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１.上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の5,000株（議決権の数５個）が含ま 

 れております。    

        ２.単元未満株式には、当社所有の自己株式63株が含まれております。    

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 814,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 184,274,000 184,274 同上 

単元未満株式 普通株式 2,547,031 － 同上 

発行済株式総数 187,635,031 － － 

総株主の議決権 － 184,274 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日産化学工業株式会社 
東京都千代田区神田

錦町三丁目７番地１ 
814,000 － 814,000 0.43 

計 － 814,000 － 814,000 0.43 

月別 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 平成18年７月 平成18年８月 平成18年９月 

最高（円） 2,075 2,095 1,594 1,477 1,609 1,525 

最低（円） 1,896 1,482 1,312 1,211 1,355 1,370 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）

の中間財務諸表について、八重洲監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金   13,088   13,558   8,520  

２．受取手形及び売掛
金 

※３  48,715   52,499   64,069  

３．たな卸資産   22,859   25,981   24,165  

４．繰延税金資産   2,338   2,401   2,188  

５．その他の流動資産   6,050   7,061   6,371  

６．貸倒引当金   △19   △27   △37  

流動資産合計   93,032 55.4  101,475 56.7  105,276 57.5

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物及び構築物    17,682   17,734   17,613  

(2) 機械装置及び運
搬具 

   14,893   14,094   13,971  

(3) 土地    10,130   10,045   10,053  

(4) その他   3,606   5,308   4,468  

有形固定資産合計   46,312 27.5  47,182 26.3  46,106 25.2

２．無形固定資産           

(1) 営業権   3,609   －   2,423  

(2）のれん   －   1,238   －  

(3) ソフトウェア   1,112   593   854  

(4) 借地権他   214   235   239  

無形固定資産合計   4,936 2.9  2,067 1.2  3,517 1.9

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   21,618   25,329   25,468  

(2) 長期貸付金   80   73   75  

(3) 繰延税金資産   736   1,205   1,137  

(4) その他   1,916   2,162   2,139  

   貸倒引当金   △564   △528   △519  

投資その他の資産
合計   23,787 14.2  28,242 15.8  28,301 15.4

固定資産合計   75,036 44.6  77,492 43.3  77,925 42.5

資産合計   168,069 100.0  178,967 100.0  183,202 100.0

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※３   18,278   23,261   27,145  

２．短期借入金    16,568   15,931   16,125  

３．１年内返済予定の
長期借入金 

   9,418   9,953   9,971  

４．未払法人税等   3,078   3,573   4,408  

５．賞与引当金   1,633   1,735   1,635  

６．役員賞与引当金   －   53   －  

７．その他の流動負債   9,116   10,010   6,847  

流動負債合計   58,093 34.6  64,518 36.1  66,134 36.1

Ⅱ．固定負債           

１．長期借入金    18,395   10,527   15,451  

２．繰延税金負債   1,663   2,289   2,683  

３．退職給付引当金   1,705   1,106   1,427  

４．役員退職慰労引当
金   863   259   970  

５．関連事業損失引当
金   －   1,096   1,096  

６．その他の固定負債   1,761   2,333   1,803  

固定負債合計   24,388 14.5  17,611 9.8  23,432 12.8

負債合計   82,482 49.1  82,129 45.9  89,566 48.9

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）           

少数株主持分   1,511 0.9  － －  1,681 0.9

           

（資本の部）           

Ⅰ．資本金   18,942 11.3  － －  18,942 10.3

Ⅱ．資本剰余金   13,617 8.1  － －  13,617 7.4

Ⅲ．利益剰余金   47,389 28.2  － －  53,882 29.4

Ⅳ．その他有価証券評価
差額金   4,257 2.5  － －  5,672 3.1

Ⅴ．為替換算調整勘定   390 0.2  － －  531 0.3

Ⅵ．自己株式   △522 △0.3  － －  △693 △0.3

資本合計   84,074 50.0  － －  91,953 50.2

負債・少数株主持分
及び資本合計   168,069 100.0  － －  183,202 100.0

           

（純資産の部）                     

Ⅰ．株主資本                     

１．資本金     － －   18,942 10.6   － － 

２．資本剰余金     － －   13,619 7.6   － － 

３．利益剰余金     － －   57,810 32.3   － － 

４．自己株式     － －   △783 △0.4   － － 

株主資本合計     － －   89,588 50.1   － － 

Ⅱ．評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   4,930 2.7   － － 

２．為替換算調整勘定     － －   751 0.4   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   5,681 3.1   － － 

Ⅲ．少数株主持分     － －   1,567 0.9   － － 

純資産合計     － －   96,837 54.1   － － 

負債純資産合計     － －   178,967 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高   75,249 100.0  77,879 100.0  169,149 100.0

Ⅱ．売上原価   49,840 66.2  51,479 66.1  113,660 67.2

売上総利益   25,409 33.8  26,400 33.9  55,489 32.8

Ⅲ．販売費及び一般管
理費 

※１   16,857 22.4   17,770 22.8   33,834 20.0

営業利益   8,551 11.4  8,630 11.1  21,654 12.8

Ⅳ．営業外収益           

１．受取利息  43   98   115   

２．受取配当金  284   404   370   

３．持分法による投資
利益  175   117   116   

４．その他  1,065 1,569 2.1 528 1,148 1.4 1,918 2,521 1.5

Ⅴ．営業外費用           

１．支払利息  252   254   476   

２．固定資産処分損  380   276   535   

３．休止損  73   70   155   

４．不良品処分損  285   351   644   

５．その他  340 1,331 1.8 87 1,041 1.3 1,056 2,868 1.7

経常利益   8,789 11.7  8,737 11.2  21,307 12.6

Ⅵ．特別利益           

  貸倒引当金戻入額  27    16    47    

特許訴訟和解金  －    －    337    

固定資産売却益  － 27 0.0 － 16 0.0 219 604 0.4

Ⅶ．特別損失                 

工場環境整備費用  －    95    －    

関連事業損失引当
金繰入額  － － － － 95 0.1 1,096 1,096 0.7

税金等調整前中間
（当期）純利益   8,817 11.7  8,659 11.1  20,815 12.3

法人税、住民税及び
事業税  3,022   3,423   7,278   

法人税等調整額  △153 2,868 3.8 △163 3,260 4.2 △360 6,918 4.1

少数株主損益   45 0.1  △126 △0.2  193 0.1

中間（当期）純利益   5,902 7.8  5,526 7.1  13,704 8.1

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ．資本剰余金期首残高   13,615  13,615

Ⅱ．資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  1 1 2 2 

Ⅲ．資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  13,617  13,617 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ．利益剰余金期首残高   42,869  42,869

Ⅱ．利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  5,902 5,902 13,704 13,704 

Ⅲ．利益剰余金減少高      

１．配当金  1,309  2,618  

２．役員賞与  72 1,381 72 2,690 

Ⅳ．利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  47,389  53,882 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）            （百万円）

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 18,942 13,617 53,882 △693 85,749 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △1,495   △1,495 

役員賞与（注）     △103   △103 

中間純利益     5,526   5,526 

自己株式の取得       △94 △94 

自己株式の処分   2   3 6 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 － 2 3,927 △90 3,838 

平成18年９月30日 残高 18,942 13,619 57,810 △783 89,588 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 5,672 531 6,204 1,681 93,635 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）         △1,495 

役員賞与（注）         △103 

中間純利益         5,526 

自己株式の取得         △94 

自己株式の処分         6 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△742 219 △522 △113 △636 

中間連結会計期間中の変動額合計 △742 219 △522 △113 3,202 

平成18年９月30日 残高 4,930 751 5,681 1,567 96,837 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 8,817 8,659 20,815 

減価償却費  4,690 4,573 9,877 

受取利息及び受取配
当金 

 △328 △502 △486 

工場環境整備費用  － 95 － 

特許訴訟和解金  － － △337 

支払利息  252 254 476 

持分法による投資損
益 

 △175 △117 △116 

固定資産処分損  380 276 535 

固定資産売却益  － － △219 

退職給付引当金の増
減額（△：減少額） 

 △171 △321 △448 

関連事業損失引当金
の増減額（△：減少
額） 

 － － 1,096 

売上債権の増減額
（△：増加額） 

 13,639 11,605 △1,648 

たな卸資産の増減額
（△：増加額） 

 △214 △1,810 △1,452 

仕入債務の増減額
（△：減少額） 

 △7,438 △3,909 1,385 

未払金の増減額
（△：減少額） 

 224 376 360 

未払費用の増減額
（△：減少額） 

 △588 △52 △186 

その他  1,175 667 228 

小計  20,263 19,794 29,879 

     

利息及び配当金の受
取額 

 406 505 694 

利息の支払額  △240 △254 △482 

工場環境整備費用  － △95 － 

特許訴訟和解金の受
取額 

 － － 337 

法人税等の支払額  △3,933 △4,126 △6,860 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 16,496 15,823 23,568 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

投資有価証券の取得
による支出 

 △608 △1,008 △2,323 

有形固定資産の取得
による支出 

 △4,536 △1,736 △10,843 

有形固定資産の売却
による収入 

 89 9 401 

有形固定資産の除却
に伴う支出 

 △135 △209 △210 

無形固定資産の取得
による支出 

 △47 △37 △143 

短期貸付金の純増減
額 

 △870 △1,301 △104 

その他  △45 △159 △278 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △6,154 △4,444 △13,503 

Ⅲ．財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額（△：減少額） 

 861 △165 307 

長期借入による収入  5,000 － 7,220 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △6,096 △4,933 △10,737 

親会社による配当金
の支払額 

 △1,309 △1,495 △2,618 

その他  △163 △91 △333 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,708 △6,685 △6,161 

     

Ⅳ．現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 143 337 306 

Ⅴ．現金及び現金同等物の
増減額（△：減少額） 

 8,776 5,030 4,209 

Ⅵ．現金及び現金同等物の
期首残高 

 4,311 8,520 4,311 

Ⅶ．新規連結に伴う現金及
び現金同等物増加額 

 － 7 － 

Ⅷ．現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※１ 13,088 13,558 8,520 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社数   12社 

日星産業㈱ 

日産物流㈱ 

日産緑化㈱ 

日産エンジニアリング㈱ 

㈱環境技術研究所 

日産建材㈱ 

日本肥糧㈱ 

㈱ケミカルサービス 

日産アグリ㈱ 

ニッサン・ケミカル・アメ

リカ・Corp. 

ニッサン・ケミカル・ヒュ

ーストン・Corp. 

韓国日産化学㈱ 

(1）連結子会社数   13社 

日星産業㈱ 

日産物流㈱ 

日産緑化㈱ 

日産エンジニアリング㈱ 

㈱環境技術研究所 

日産建材㈱ 

日本肥糧㈱ 

㈱ケミカルサービス 

日産アグリ㈱ 

ニッサン・ケミカル・アメ

リカ・Corp. 

ニッサン・ケミカル・ヨー

ロッパ・S.A.R.L 

ニッサン・ケミカル・ヒュ

ーストン・Corp. 

韓国日産化学㈱ 

 上記のうち、ニッサン・ケミ

カル・ヨーロッパ・S.A.R.Lを新

規に連結子会社の範囲に含めて

おります。 

(1）連結子会社数   12社 

 主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況 ４．関係会社

の状況」に記載しているため、

省略しました。 

  

(2）非連結子会社 

 主要な非連結子会社は、ニッ

サン・ケミカル・ヨーロッパ・

S.A.R.L.であります。 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益のうち持分に見

合う額及び利益剰余金のうち持

分に見合う額等は、いずれも中

間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、連結の範囲

から除外しております。 

(2）非連結子会社 

 主要な非連結子会社は、日産

化学アグロコリア㈱でありま

す。 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益のうち持分に見

合う額及び利益剰余金のうち持

分に見合う額等は、いずれも中

間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、連結の範囲

から除外しております。 

(2）非連結子会社 

 主要な非連結子会社は、ニッ

サン・ケミカル・ヨーロッパ・

S.A.R.L.他であります。 

 なお、非連結子会社の合計の

総資産、売上高、当期純損益の

うち持分に見合う額及び利益剰

余金のうち持分に見合う額等

は、いずれも連結財務諸表に及

ぼす影響は軽微であり、かつ全

体としても重要性がありませ

ん。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社数 

非連結子会社４社 

㈱日星サービス 

北海道日産化学㈱ 

北海道日紅㈱ 

九州日紅㈱ 

関連会社１社 

ズードケミー触媒㈱ 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社数 

同左  

  

  

  

  

  

  

 非連結子会社及び関連会社のう

ち次に示す５社に対する投資につ

いて持分法を適用しております。 

非連結子会社４社 

㈱日星サービス 

北海道日産化学㈱ 

北海道日紅㈱ 

九州日紅㈱ 

関連会社１社 

ズードケミー触媒㈱ 

 なお、持分法の適用から除外し

た非連結子会社（ニッサン・ケミ

カル・ヨーロッパ・S.A.R.L.他）

及び関連会社（日本燐酸㈱他）

は、それぞれ当期純損益のうち持

分に見合う額及び利益剰余金のう

ち持分に見合う額等が連結財務諸

表に及ぼす影響は軽微であり、か

つ全体としても重要性がありませ

ん。 

 (2）持分法の適用から除外した非

連結子会社（ニッサン・ケミカ

ル・ヨーロッパ・S.A.R.L.他）

及び関連会社（日本燐酸㈱他）

は、中間純損益のうち持分に見

合う額及び利益剰余金等のうち

持分に見合う額等の中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

 (2）持分法の適用から除外した非

連結子会社（日産化学アグロコ

リア㈱他）及び関連会社（日本

燐酸㈱他）は、中間純損益のう

ち持分に見合う額及び利益剰余

金等のうち持分に見合う額等の

中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

 中間連結決算日（９月30日）と

異なる決算日の連結子会社の決算

日は下記のとおりであります。 

 なお、これら３社については、

中間連結決算日との差異が３ケ月

以内であるため、当該連結子会社

の中間事業年度に係る中間財務諸

表を使用して連結を行っておりま

す。 

 ただし、平成17年７月１日から

平成17年９月30日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

日産建材㈱ ６月30日

ニッサン・ケミカル・

アメリカ・Corp. 
６月30日

ニッサン・ケミカル・

ヒューストン・Corp. 
６月30日

 中間連結決算日（９月30日）と

異なる決算日の連結子会社の決算

日は下記のとおりであります。 

 なお、ニッサン・ケミカル・ヨ

ーロッパ・S.A.R.Lについては、中

間連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用してお

ります。それ以外の３社について

は、中間連結決算日との差異が３

ケ月以内であるため、当該連結子

会社の中間事業年度に係る中間財

務諸表を使用して連結を行ってお

ります。 

 ただし、平成18年７月１日から

平成18年９月30日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

日産建材㈱ ６月30日

ニッサン・ケミカル・

アメリカ・Corp. 
６月30日

ニッサン・ケミカル・

ヨーロッパ・S.A.R.L 
６月30日

ニッサン・ケミカル・

ヒューストン・Corp. 
６月30日

 連結決算日（３月31日）と異な

る決算日の連結子会社の決算日は

下記のとおりであります。 

 なお、これら３社については、

連結決算日との差異が３ケ月以内

であるため、当該連結子会社の事

業年度に係る財務諸表を使用して

連結を行っております。ただし、

平成17年１月１日から連結決算日

平成17年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

日産建材㈱ 12月31日

ニッサン・ケミカル・

アメリカ・Corp. 
12月31日

ニッサン・ケミカル・

ヒューストン・Corp. 
12月31日

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間連結決算日の 

  市場価格等に基づ 

  く時価法 

 （評価差額は全部純 

 資産直入法により処 

 理し、売却原価は移 

 動平均法により算 

 定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……連結決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

……移動平均法に基づ

く原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

……時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

 主として総平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 主として、定率法により償

却しております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物  ２～50年 

機械装置及び運搬具 

         ２～12年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

 定額法により償却しており

ます。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

② 無形固定資産 

        同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支出に充当す

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により、発生年度

から費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異

は１年、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により、発生年度

から費用処理しております。 

────── ④ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当する

ため、当中間連結会計期間に

おける支給見込額に基づき、

当中間連結会計期間に見合う

額を計上しております。 

────── 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく当

中間連結会計期間末要支給額

を引当計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に備える

ため、内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を引当

計上しております。 

 なお、当社は、平成18年６

月29日開催の定時株主総会に

おいて役員退職慰労金制度を

廃止したため、当該定時株主

総会の日までの在任期間に応

じた在任役員への要支給額を

その他の固定負債へ振替えて

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を引当計上してお

ります。 

────── ⑥ 関連事業損失引当金 

 関連事業に係る損失に備え

るため、損失見込額を計上し

ております。 

⑤ 関連事業損失引当金 

 関連事業に係る損失に備え

るため、損失見込額を計上し

ております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 在外子会社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上して

おります。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間 

    決算日の直物為替相場により円 

    価に換算し、換算差額は損益と 

    して処理しております。 

 在外子会社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上し

ております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、為替差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上して

おります。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、金利スワップ

については特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

(6）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワッ
プ 

 借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 各社の内規に基づき、金利

変動リスクをヘッジしており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動

の累計を比較して有効性の判

定を行っております。ただ

し、特例処理によっている金

利スワップについては、有効

性の評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっております。 

  ②連結納税制度の適用 

  当中間連結会計期間から連結 

 納税制度を適用しております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法 

同左 

  ②連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しており 

 ます。 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法 

同左 

    ②連結納税制度の適用 

   当連結会計年度から連結納税 

  制度を適用しております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。  

────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ53百万円減少しておりま

す。 

────── 

 



表示方法の変更 

追加情報 

     該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は95,269百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において「営業権」として表示して

いたものは、当中間連結会計期間より「のれん」と表示し

ております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
112,600百万円

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
117,903百万円

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 
115,459百万円

 ２ 保証債務 

 従業員及び連結会社以外の会社等の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

 ２ 保証債務 

 従業員及び連結会社以外の会社等の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

 ２ 保証債務 

 従業員及び連結会社以外の会社等の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

従業員  107百万円

北海道日産化学㈱  100 

北陸液酸工業㈱ 89 

その他２社 33 

計 331百万円

北海道日産化学㈱     100百万円

従業員  78 

北陸液酸工業㈱  75 

その他２社 30 

計    284百万円

北海道日産化学㈱    100百万円

従業員 98 

北陸液酸工業㈱   82 

その他２社 33 

計    314百万円

  

  

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形 1,141百万円

支払手形 543百万円

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

当中間連結会計期間より販売費及び一般管理

費の集計方法を変更しております。 

  

 ２ 販売費、一般管理費及当期製造費用 

      に含まれる研究開発費 

4,121百万円 

運送費 792百万円

給料手当 4,507 

試験費 1,568 

減価償却費 2,264 

退職給付引当金繰入

額 
479 

    

  

  

  

    

 

 

 ２ 販売費、一般管理費及当期製造費用 

      に含まれる研究開発費 

4,682百万円 

運送費 799百万円

労務費   6,694 

試験費    1,771 

減価償却費 2,208 

  

当連結会計年度より販売費及び一般管理費 

の集計方法を変更しております。 

 

  

  

 ２ 販売費、一般管理費及当期製造費用 

      に含まれる研究開発費 

     9,131百万円 

運送費 1,762百万円

労務費 12,490 

試験費      3,626 

減価償却費 4,650 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加58千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、単元未満株式の買増請求よる減少であります。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式  187,635 － － 187,635 

合計 187,635 － － 187,635 

 自己株式         

   普通株式 （注）１、２ 759 58 3 814 

合計 759 58 3 814 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,495 8.00  平成18年３月31日  平成18年６月30日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 1,494 利益剰余金 8.00  平成18年９月30日  平成18年12月４日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．中間連結貸借対照表上の現金及び預金

勘定中間期末残高と中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書上の現金及び現金同等

物の中間期末残高との調整 

※１．中間連結貸借対照表上の現金及び預金

勘定中間期末残高と中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書上の現金及び現金同等

物の中間期末残高との調整 

※１．連結貸借対照表上の現金及び預金勘定

期末残高と連結キャッシュ・フロー計算

書上の現金及び現金同等物の期末残高と

の調整 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 13,088百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 13,088 

現金及び預金勘定     13,558百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 13,558 

現金及び預金勘定 8,520百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 8,520 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

206 112 94 

工具器具備
品 

254 111 142 

合計 461 223 237 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

189 129 60 

工具器具備
品 

377 170 207 

合計 567 299 267 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

206 127 78 

工具器具備
品 

332 142 190 

合計 538 269 268 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

 （注）     同左  （注）取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 88百万円

１年超 149 

合計 237百万円

１年内   100百万円

１年超 166 

合計   267百万円

１年内   103百万円

１年超 165 

合計      268百万円

 （注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 （注）     同左  （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 56百万円

減価償却費相当額 56百万円

支払リース料   56百万円

減価償却費相当額   56百万円

支払リース料    108百万円

減価償却費相当額    108百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券について２百万円減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 6,251 13,447 7,195 

(2）債券  ─  ─  ─  

(3）その他  ─ ─  ─  

合計 6,251 13,447 7,195 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

出資証券 4,004 

非上場株式 889 

その他 41 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 8,969 17,302 8,336 

(2）債券 ─ ─ ─ 

(3）その他 ─ ─ ─ 

合計 8,969 17,302 8,336 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

出資証券 4,003 

非上場株式 815 

その他 40 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 7,960 17,554 9,594 

(2）債券 ─ ─ ─ 

(3）その他 ─ ─ ─ 

合計 7,960 17,554 9,594 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

出資証券 4,004 

非上場株式 816 

その他 40 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 
化学品事業 
（百万円） 

農業化学
品事業 
（百万円）

医薬品事業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
43,404 26,326 1,876 3,642 75,249 － 75,249 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,348 193 149 8,605 11,297 (11,297) － 

計 45,752 26,519 2,026 12,248 86,547 (11,297) 75,249 

 営業費用 37,981 26,025 1,868 12,079 77,954 (11,257) 66,697 

営業利益 7,771 494 157 168 8,592 (40) 8,551 

 
化学品事業 
（百万円） 

農業化学
品事業 
（百万円）

医薬品事業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
45,614 24,876 3,565 3,824 77,879 － 77,879 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,552 194 27 6,299 9,074 (9,074) － 

計 48,167 25,070 3,593 10,123 86,954 (9,074) 77,879 

 営業費用 41,527 24,353 2,531 9,874 78,287 (9,038) 69,249 

営業利益 6,639 716 1,061 248 8,667 (36) 8,630 

 
化学品事業 
（百万円） 

農業化学
品事業 
（百万円）

医薬品事業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
89,223 65,493 5,091 9,341 169,149 － 169,149 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
4,992 390 126 13,602 19,111 (19,111) － 

計 94,215 65,883 5,218 22,944 188,261 (19,111) 169,149 

 営業費用 78,441 61,830 3,923 22,235 166,431 (18,936) 147,495 

営業利益 15,773 4,052 1,294 709 21,830 (175) 21,654 



 （注）各事業区分の主要製品 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略してお

ります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略してお

ります。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略してお

ります。 

【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

アジア等：アジア、オセアニア 

欧米等：北米、中南米、欧州、アフリカ 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

事業区分 主要製品 

化学品事業 

基礎化学品（メラミン、硫酸、硝酸、アンモニア等） 

環境化学品（殺菌消毒剤等） 

無機材料（電子材料用研磨剤等無機コロイド等） 

有機材料（封止材用等特殊エポキシ、難燃剤等） 

電子材料（液晶表示用材料ポリイミド、半導体用反射防止コーティング材等）等 

農業化学品事業 
農薬（除草剤、殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌剤、植物成長調整剤） 

肥料（高度化成等）等 

医薬品事業 高脂血症治療剤原薬、高血圧・狭心症治療剤、外用鎮痛消炎剤 

その他の事業 造園緑化、環境調査、運送、プラントエンジニアリング等 

  アジア等 欧米等 計 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,143 4,971 19,114 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   75,249 

Ⅲ 
連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

18.8 6.6 25.4 

  アジア等 欧米等 計 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,203 5,460 19,663 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   77,879 

Ⅲ 
連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

18.2 7.0 25.2 

  アジア等 欧米等 計 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 26,553 7,494 34,048 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   169,149 

Ⅲ 
連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

15.7 4.4 20.1 



（１株当たり情報） 

  （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 （注）  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 449.66円

１株当たり中間純利益 31.55円

１株当たり純資産額 509.95円

１株当たり中間純利益 29.58円

１株当たり純資産額 491.50円

１株当たり当期純利益      72.73円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

               同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 5,902 5,526 13,704 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 103 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (103) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
5,902 5,526 13,600 

期中平均株式数（千株） 187,056 186,845 186,991 

 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円） － 96,837 － 

 純資産の部の合計額から控除する 

 金額（百万円） 
－ 1,567 － 

 （うち少数株主持分） (－) (1,567) (－) 

 普通株式に係る中間期末（期末）の 

 純資産額（百万円）  
－ 95,269 － 

 １株当たり純資産額の算定に用いら 

 れた中間期末（期末）の普通株式の 

 数（千株） 

－ 186,820 － 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  当社は、平成18年11月14日開催の取

締役会において、会社法第165条第２

項の規定に基づき、自己株式を取得す

ること及びその具体的な取得方法につ

いて決議し、自己株式の取得を以下の

とおり実施いたしました。 

１.自己株式の取得を行う理由 

  経営環境の変化に対応した機動的 

 資本政策の遂行を可能とするため 

２.取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

   当社普通株式 

（２）取得する株式の総数 

     3,500千株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

     5,000百万円（上限） 

（４）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成19年

    ２月13日まで 

３.実施の結果 

（１）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成18年

    11月27日まで（約定日ベース） 

（２）取得した株式の総数 

    3,500千株 

（３）株式の取得価額の総額 

    4,697百万円 

（４）株式の取得の方法 

     東京証券取引所における市場買

  付 

 ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ. 流動資産           

１．現金及び預金  10,792   10,177   6,055   

２．受取手形 ※３ 3,456   3,084   2,923   

３．売掛金  26,906   30,958   38,872   

４．たな卸資産  16,537   18,687   17,980   

５．短期貸付金  8,716   7,369   5,685   

６．繰延税金資産  1,979   1,991   1,727   

７．その他  1,856   2,429   3,272   

流動資産合計   70,245 51.4  74,698 52.3  76,516 52.7 

Ⅱ. 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物  12,278   12,044   12,000   

(2）機械装置  12,534   11,468   11,475   

(3）土地  6,702   6,669   6,673   

(4）その他  5,887   7,671   6,570   

有形固定資産合計  37,403  27.4 37,854  26.5 36,719  25.3 

２．無形固定資産           

(1）営業権  3,609   －   2,423   

(2）のれん  －   1,238   －   

(3）その他  1,244   772   1,025   

無形固定資産合計  4,853  3.5 2,010  1.4 3,449  2.4 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  17,323   20,904   21,062   

(2）関係会社株式  5,789   5,789   5,789   

(3）長期貸付金  205   524   577   

(4）その他  1,047   1,219   1,166   

  貸倒引当金  △128   △124   △124   

投資その他の資産
合計  24,237  17.7 28,313  19.8 28,471  19.6 

固定資産合計   66,494 48.6  68,179 47.7  68,640 47.3 

資産合計   136,740 100.0  142,877 100.0  145,157 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ. 流動負債           

１．買掛金  8,021   10,212   11,735   

２．短期借入金  6,000   5,500   5,500   

３．１年内返済予定の
長期借入金 

  9,294   9,844   9,794   

４．未払法人税等  2,901   3,402   4,049   

５．賞与引当金  1,175   1,277   1,185   

６．役員賞与引当金  －   40   －   

７．その他  7,915   9,289   6,848   

流動負債合計   35,307 25.8  39,564 27.7  39,112 27.0 

Ⅱ. 固定負債           

１．長期借入金   18,333   10,389   15,286   

２．退職給付引当金  912   301   631   

３．役員退職慰労引当
金  594   －   655   

４．その他  2,852   3,980   3,780   

固定負債合計   22,693 16.6  14,670 10.3  20,352 14.0 

負債合計   58,000 42.4  54,235 38.0  59,465 41.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ．資本金   18,942 13.9  － －  18,942 13.0 

Ⅱ．資本剰余金           

１．資本準備金  13,567   －   13,567   

２．その他資本剰余金  5   －   6   

資本剰余金合計   13,572 9.9  － －  13,573 9.4 

Ⅲ．利益剰余金           

１．利益準備金  2,161   －   2,161   

２．任意積立金  27,424   －   27,424   

３．中間（当期）未処
分利益  13,226   －   19,091   

利益剰余金合計   42,811 31.3  － －  48,676 33.5 

Ⅳ．その他有価証券評価
差額金   3,936 2.9  － －  5,193 3.6 

Ⅴ．自己株式   △522 △0.4  － －  △693 △0.5 

資本合計   78,740 57.6  － －  85,692 59.0 

負債・資本合計   136,740 100.0  － －  145,157 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ．株主資本           

１．資本金   － －  18,942 13.3  － － 

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  －   13,567   －   

(2）その他資本剰余
金  －   8   －   

自己株式処分差
益  －   8   －   

資本剰余金合計   － －  13,575 9.5  － － 

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  －   2,161   －   

(2）その他利益剰余
金  －   50,238   －   

配当引当積立金  －   200   －   

固定資産圧縮積
立金  －   554   －   

別途積立金  －   32,698   －   

繰越利益剰余金  －   16,785   －   

利益剰余金合計   － －  52,399 36.6  － － 

４．自己株式   － －  △783 △0.5  － － 

株主資本合計   － －  84,133 58.9  － － 

Ⅱ．評価・換算差額等           

その他有価証券評
価差額金   － －  4,508 3.1  － － 

評価・換算差額等 
合計   － －  4,508 3.1  － － 

純資産合計   － －  88,642 62.0  － － 

負債純資産合計   － －  142,877 100.0  － － 

          



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ. 売上高   49,457 100.0  52,721 100.0  110,019 100.0 

Ⅱ. 売上原価   26,723 54.0  28,393 53.9  60,517 55.0 

売上総利益   22,734 46.0  24,327 46.1  49,501 45.0 

Ⅲ. 販売費及び一般管理
費   15,076 30.5  15,937 30.2  30,910 28.1 

営業利益   7,657 15.5  8,390 15.9  18,591 16.9 

Ⅳ. 営業外収益 ※１  1,008 2.0  875 1.7  1,715 1.5 

Ⅴ. 営業外費用 ※２  954 1.9  938 1.8  2,012 1.8 

経常利益   7,711 15.6  8,327 15.8  18,295 16.6 

Ⅵ. 特別利益    － －  － －  556 0.5 

Ⅶ. 特別損失    － －  95 0.1  － － 

税引前中間（当期）
純利益   7,711 15.6  8,232 15.7  18,851 17.1 

法人税、住民税及び
事業税  2,761   3,097   6,463   

法人税等調整額  △154 2,607 5.3 △163 2,933 5.6 110 6,574 5.9 

中間（当期）純利益   5,103 10.3  5,298 10.1  12,277 11.2 

前期繰越利益   8,122   －   8,122  

中間配当額   －   －   1,308  

中間（当期）未処分
利益   13,226   －   19,091  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）              （百万円） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合  計資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

配 当 
引 当 
積立金 

固定資産
圧  縮
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日 残高 18,942 13,567 6 13,573 2,161 200 525 26,698 19,091 48,676 △693 80,498 

中間会計期間中の変動
額             

剰余金の配当（注）                 △1,495 △1,495   △1,495 

役員賞与（注）                 △80 △80   △80 

固定資産圧縮積立金
の積立（注） 

            54   △54 －   － 

固定資産圧縮積立金
の取崩（注） 

            △25   25 －   － 

別途積立金の積立
（注） 

              6,000 △6,000 －   － 

中間純利益                 5,298 5,298   5,298 

自己株式の取得                     △94 △94 

自己株式の処分     2 2             3 6 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

                        

中間会計期間中の変動
額合計 

－ － 2 2 － － 29 6,000 △2,305 3,723 △90 3,634 

平成18年９月30日 残高 18,942 13,567 8 13,575 2,161 200 554 32,698 16,785 52,399 △783 84,133 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合 計 

その他
有価証
券評価
差額金 

評価・
換算差
額等合
計 

平成18年３月31日 残高 5,193 5,193 85,692 

中間会計期間中の変動
額    

剰余金の配当（注）     △1,495 

役員賞与（注）     △80 

固定資産圧縮積立金
の積立（注） 

    － 

固定資産圧縮積立金
の取崩（注） 

    － 

別途積立金の積立
（注） 

    － 

中間純利益     5,298 

自己株式の取得     △94 

自己株式の処分     6 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

△684 △684 △684 

中間会計期間中の変動
額合計 

△684 △684 2,950 

平成18年９月30日 残高 4,508 4,508 88,642 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価

法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

……移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

……時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

製品及び原材料 

……総平均法に基づく原価

法 

貯蔵品 

……移動平均法に基づく原

価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 ２～50年 

機械装置及び運搬具 

２～12年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 無形固定資産については、

定額法を採用しております。 

 なおソフトウェア（自社利

用）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支出に充当す

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 なお、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により発生年度か

ら費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

は１年、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により発生年度か

ら費用処理しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく

当中間会計期間末要支給額を

引当計上しております。 

(4）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当する

ため、当中間会計期間におけ

る支給見込額に基づき、当中

間会計期間に見合う額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を引当計上してお

ります。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1）消費税等の会計処理の方法 

  税抜方式によっております。 

  (2）連結納税制度の適用 

   当中間会計期間から連結納税 

  制度を適用しております。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1）消費税等の会計処理の方法 

同左 

  (2）連結納税制度の適用 

     連結納税制度を適用しており 

     ます。 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1）消費税等の会計処理の方法 

同左 

  (2）連結納税制度の適用 

     当事業年度から連結納税制度 

     を適用しております。 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 ────── 

  

  

  

   

  

  

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益

は、それぞれ40百万円減少しており

ます。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は88,642百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

 ────── 

  

  

  

  

  

   

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────   前中間会計期間において「営業権」として表示してい

たものは、当中間会計期間より「のれん」と表示してお

ります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── 

  

（役員退職慰労引当金） 

 平成18年6月29日開催の定時株主総

会において役員退職慰労金制度を廃

止したため、当該定時総会の日まで

の在任期間に応じた在任役員への要

支給額を固定負債の「その他」へ振

替えております。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加58千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、単元未満株式の買増請求よる減少であります。 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
       97,365百万円           102,026百万円            99,905百万円 

 ２ 偶発債務等    

 保証債務 ニッサン・ケミカ

ル・アメリカ・ 

Corp. 

(10,950千米ドル) 

1,239百万円

北陸液酸工業㈱ 89  

従業員住宅資金 79  

日本アンモニア

ターミナル㈱ 
32  

計  1,441百万円

ニッサン・ケミカ

ル・アメリカ・ 

Corp. 

(10,950千米ドル)

1,290百万円

北陸液酸工業㈱    75 

従業員住宅資金 58  

日本アンモニア

ターミナル㈱ 
28  

計 1,453百万円

ニッサン・ケミカ

ル・アメリカ・ 

Corp. 

(13,100千米ドル) 

1,538百万円

北陸液酸工業㈱ 82  

従業員住宅資金 73  

日本アンモニア

ターミナル㈱ 
30  

計 1,725百万円

※３ 中間期末満期手形 ─────   中間期末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。なお、当中間期末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高か

ら除かれております。 

 

 受取手形      616百万円 

─────  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主なも

の 

   

 受取利息及び配当

金 
   380百万円 387百万円 624百万円 

※２ 営業外費用の主なも

の 

   

 支払利息    196百万円 176百万円 355百万円 

 固定資産処分損 382 259 532 

 ３ 減価償却実施額    

 有形固定資産       2,732百万円 2,606百万円 5,888百万円 

 無形固定資産     1,489 1,472 2,982 

株式の種類  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注）１、２ 759 58 3 814 

     合計 759 58 3 814 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車両運
搬具 

37 18 19 

工具器
具備品 

32 7 25 

合計 70 25 44 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車両運
搬具 

34 23 11 

工具器
具備品 

68 20 47 

合計 102 44 58 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車両運
搬具 

37 22 15 

工具器
具備品 

47 14 33 

合計 85 36 48 

 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 18百万円

１年超 26 

合計 44百万円

１年内  28百万円

１年超 30 

合計 58百万円

１年内     22百万円

１年超 26 

合計     48百万円

 （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。     

 ３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 9百万円

減価償却費相

当額 
9百万円

支払リース料  13百万円

減価償却費相

当額 
 13百万円

支払リース料     20百万円

減価償却費相

当額 
    20百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 421.13円

１株当たり中間純利益
金額 

27.28円

１株当たり純資産額 474.48円

１株当たり中間純利益
金額 

   28.36円

１株当たり純資産額     458.12円

１株当たり当期純利益
金額 

     65.23円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

              同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 5,103 5,298 12,277 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 80 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (80) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
5,103 5,298 12,197 

期中平均株式数（千株） 187,056 186,845 186,992 

 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円） － 88,642 － 

 純資産の部の合計額から控除する 

 金額（百万円） 
－ － － 

 普通株式に係る中間期末（期末）の 

 純資産額（百万円）  
－ 88,642 － 

 １株当たり純資産額の算定に用いら 

 れた中間期末（期末）の普通株式の 

 数（千株） 

－ 186,820 － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  当社は、平成18年11月14日開催の取

締役会において、会社法第165条第２

項の規定に基づき、自己株式を取得す

ること及びその具体的な取得方法につ

いて決議し、自己株式の取得を以下の

とおり実施いたしました。 

１.自己株式の取得を行う理由 

  経営環境の変化に対応した機動的 

 資本政策の遂行を可能とするため 

２.取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

     当社普通株式 

（２）取得する株式の総数 

     3,500千株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

     5,000百万円（上限） 

（４）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成19年

    ２月13日まで 

３.実施の結果 

（１）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成18年

    11月27日まで（約定日ベース） 

（２）取得した株式の総数 

     3,500千株 

（３）株式の取得価額の総額 

     4,697百万円 

（４）株式の取得の方法 

      東京証券取引所における市場買

    付 

 ────── 



(2）【その他】 

 平成18年11月14日開催の取締役会において、第137期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

中間配当金総額                   1,494百万円 

１株当たり中間配当金                 ８円00銭 

支払請求権の効力発生日並びに支払開始日    平成18年12月４日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１. 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第136期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

２．自己株券買付状況報告書 

平成18年12月８日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月20日  

日産化学工業株式会社    

 取締役社長 藤本 修一郎 殿  

 八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 岡村  憲一 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日産化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日産化学工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間よ

り固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月20日  

日産化学工業株式会社    

 取締役社長 藤本 修一郎 殿  

 八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 岡村  憲一 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 原田  一雄 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日産化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日産化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に自己株式の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月20日  

日産化学工業株式会社    

 取締役社長 藤本 修一郎 殿  

 八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 岡村  憲一 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日産化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第136期事業年度の中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日産化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載しているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産

の減損に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月20日  

日産化学工業株式会社    

 取締役社長 藤本 修一郎 殿  

 八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 岡村  憲一 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 原田  一雄 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日産化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第137期事業年度の中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日産化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に自己株式の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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